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特定非営利活動法人 東京コミュニティスクール 
 

 

 １ 事業の成果 

 昨年度から続くコロナ禍は、当年度に入っても収束の目処が立たないまま、私たちＮＰＯの活動に、そし

て子どもたちの学びにとって重い足枷となってきた。 

 2021年4月末にスクール内で感染が広がり、臨時休校を余儀なくされたものの、その苦難を乗り越える中

で、スタッフや保護者だけではなく、子供たち一人一人が現状のリスクとチャレンジを続けるために知恵を

絞り、感染予防対策をそれまで以上に強化し、今こうして学びを続けられていることこそが当年度の最大の

成果である。この学びのコミュニティこそが私たちＮＰＯの最大の財産であることを改めて認識している。 

 児童募集については当年度も順調で、初等部では期末在籍児童数が過去最高となる５０名に到達したほ

か、コロナ禍における学習機会への不安を反映してか、ＨＰの年間訪問者数が急増し、説明会や見学会の申

し込みもすぐに枠が埋まってしまう状況で、感染予防対策としてオンラインを活用する機会がまだまだ多い

ものの、可能な範囲でスクールの雰囲気を肌で感じてもらう機会を設けているのは、本校に興味のある皆さ

んのご要望にお応えするためだけではなく、公教育以外の学びの選択肢の存在とその価値を多くの方に知っ

ていただくことが私たちＮＰＯに課せられた役割であると考えている。その一環として「東京都フリースク

ール等ネットワーク（ＴＦＮ）」の中心メンバーとして、書籍『学びを選ぶ時代』の出版やシンポジウム開

催を実現したことも当期の大きな成果である。 

 

２ 事業の実施に関する事項 

 

事業名 事 業 内 容 
実 施 
日 時 

実 施 
場 所 

従事者 
の人数 

受益対象者 
の範囲及び 

人 数 

事業費の 
金額 

（千円） 

 
 
 

 子どもを対象とし

たスクール運営

事業 

幼児・小学生を対象としたコミュニ

ティスクールでの教育活動 
年間 法人事務所 21人 

ｽｸｰﾙ児童・卒

業生・保護者 

約305名 

48,923 

教育プログラム

の研究開発事業 

探究をベースとした教育メソッドの

研究開発とプラットフォームの構築 
年間 法人事務所 12人 

児童・保護者 

教育関係者 

不特定多数 

700 

教育人材育成事

業 
教育インターンシップの受入等 年間 法人事務所 11人 

4名（対象は学

生全般） 
185 

大人を対象とし

た学びの機会提

供事業 

学校説明会、学校見学日、公開イ

ベント 
年36回 

法人事務所ほ

か 
15人 一般1,200名 178 

 
 普及啓発事業 

オンラインスタディツアー 

未来の先生フォーラム 

20/11/18 

20/11/22 

法人事務所・

オンライン 
3人 一般 約60名 59 

 
普及啓発事業 

ホームページ、SNS、Web広告によ

る活動内容の紹介 
随時 法人事務所 11人 

一般市民 

不特定多数 
0 

 学びの多様化支

援事業 

公教育以外の学びを安心して選択

できる社会に向けた活動 
年間 

法人事務所・

オンライン 
3人 

一般市民 

不特定多数 
136 

 
 


